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　インフルエンザは感染力の強い呼吸器感染症で，毎年冬
季を中心に流行を繰り返す．このため厚生労働省は，全国
の地方衛生研究所を通じてインフルエンザの疫学調査を中
心とするサーベイランス事業及び感染症流行予測事業を継
続的に実施している．
　サーベイランス事業は，ヒトからのウイルス分離及び同
定試験の結果を踏まえ，その発生動向を調査することを目
的としている．当事業では，定点となっている病院におい
てインフルエンザ様疾患患者から採取された検体が各道立
及び市立保健所（札幌市を除く）を経由して当所に送付さ
れ，ウイルス分離及びその同定に供されている．
　感染症流行予測事業は，次年度以降のワクチン株の選定
を目的としており，全国の地方衛生研究所において感受性
調査（ヒト血清中抗体価測定）を行っている．当所では流
行シーズン前の2005年7～10月に感受性調査を実施した．
　さらに新型インフルエンザウイルスの出現に備え，2000
年度から新型インフルエンザウイルスに対する感染源調査
くブタ血清中におけるトリ型インフルエンザウイルス抗体
価測定）を行ってきたが，2005年度は道内で飼育されて
いるブタの鼻腔ぬぐい液からのトリ型インフルエンザウイ
ルス分離を行った．
　今回，2005年度の北海道におけるインフルエンザの疫
学調査について報告する．
材料及び方法
1．感染源調査
　2005年度は，道内の10保健所管内から計167件のイン
フルエンザ様疾患患者のウイルス分離用検体（咽頭ぬぐい
液34件，鼻汁132件，うがい液1件，以下検体と略す）
が当所に送付された．保健所別の検体数は，北見保健所
81件，渡：島保健所28件，岩見沢保健所7件，苫小牧保健
所7件，帯広保健所17件，紋別保健所3件，上川保健所
3件，室蘭保健所12件，稚内保健所2件，小樽：市保健所
7件であった．
　これらの検体をMDCK細胞及びCaco－2細胞に接種後
35品目7日問培養し，インフルエンザウイルスの分離試験
を行った＊．また検体中にインフルエンザ様疾患の原因と
なるアデノウイルス及びエンテロウイルスが含まれている
可能性もあるため，これらのウイルスに感受性のある
Vero，　HEp－2，　HEK－293の3種類の細胞にも同時に接
種・培養した．ウイルスが分離されなかった場合は，細胞
を培養上清とともに凍結・融解後，上清を取り，新たに準
備した同種の細胞に接種するという作業をさらに1～2回
繰り返した．分離したインフルエンザウイルスについては，
抗血清との赤血球凝集抑制（以下HIと略す）試験により
ウイルスのHAタンパクの亜型を同定し，　A（H　1）型，　A
（H3）型，　B型（ヴィクトリア系統），　B型（山形系統）
とに分類した．本年度用いた抗血清は，インフルエンザウ
イルスAソ連型（A／ニューカレドニア／20／99（HIN
1）；以下A／ニューカレドニア），A香港型（A／ニュー
ヨーク／55／2004（H3N2）；以下A／ニューヨーク）及び
B型（B／上海／361／2002（山形系統）；以下B／上海，B／ブ
リスベン／32／2002（ヴィクトリア系統）；以下B／ブリスベ
ン）の各株に対するフェレット（A型ウイルス及びB／上
海）及びヒツジ（B／ブリスベンのみ）の感染免疫血清で，
これらは国立感染症研究所から分与された．
　2005年度のワクチン株は，これら4株のうちA／ニュー
カレドニア，A／ニューヨーク及びB／上海／361／2002の3
株であった．
　アデノウイルスあるいはエンテロウイルスが分離された
場合は，市販の抗血清を用いた中和試験により同定した．
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2．感受性調査
　感染症流行予測事業については，今年度は2005年7
～10月に市立札幌病院において採取された0歳から96歳
まで計225人の血清の分与を受け，4種のインフルエンザ
ウイルスHA抗原（A／ニュ一高ンドニア，　A／ニューヨー
ク，B／上海及びB／ハワイ／13／2004（ヴィクトリア系
統）；以下B／ハワイ）を用いて抗インフルエンザウイルス
抗体価をHI試験により測定した．血清については，提供
者の年齢により，0～4歳，5～9歳，10～14歳，15～
19歳，20～29歳，30～39歳，40～49歳，50～59歳及び
60歳以上の9区分に分類した．年齢区分に偏りが生じな
いよう，各区分25名ずつ血清を採取し，測定した．
3．新型インフルエンザウイルスを想定した感染源調査
　2005年度は，八雲保健所から20検体のブタ鼻腔拭い液
が送付された．これらから前述＊の方法にてトリ型ウイル
スの分離を試みた．
結果及び考察
1．感染源調査
　インフルエンザ様疾患患者から採取された検体について，
ウイルスの分離と同定を行った．
　表1に示すように，A（H1）型ウイルスが2006年1月
及び2月に1株ずつ，3月に17株，4月及び5月に1株
ずつ，6月に3株分離された．A（H3）型ウイルスは
2005年12月に1株，1月に37株，2月に34株，3月に
16株，4月に3株分離された．これらの検体のHI価は，
大半が2005年度のワクチン株であるA／ニューヨークの
ホモ価（標準抗原に対する抗血清力価）に等しいか，また
は1／2以上であった．B型ウイルスは，ヴィクトリア系統
ウイルスが5月に3株，6月に4株分離された．
　以上の結果から，2005年度のインフルエンザの流行は
2005年末にA（H3）型によって始まり，年明けからはA
（H1）型が加わる混合流行となったことが示された．4
月にはA（H3）型による流行が終息したが，5～6月に
はA（H1）型とB型との混合流行が起こったことも示さ
れた．
　この結果に加え，アデノウイルス2型が12月に2株分
離された．
2．感受性調査
　ヒト血清中のインフルエンザウイルスHI抗体価の測定
を行った．
　各年齢層における40倍以上のHI抗体保有率（40倍以
上で感染防御能があるとされる）を図1に示す．
　Aソ連型（A／ニューカレドニア抗原）に対するHI抗
体保有率は，10～14歳，15～19歳及び60歳以上では76
～80％と高く，また5～9歳及び50歳代でも半数以上が
保持していた．一方，0～4歳では12％と低い数値を示
した．それ以外の年齢層では，30～40％と中程度の保有率
であった．前年度の調査結果1）と比べ，50歳代以上を中
心に抗体保有率の上昇傾向が見られたが，2004年度はA
ソ連型ウイルスによる流行がなかったことから，ワクチン
接種による可能性が考えられた．
　A香港型（A／ニューヨーク抗原）に対しては，5～9
歳，！0～14歳及び15～19歳で70％以上の高い抗体保有率
であり，その中でも5～9歳では92％と非常に高かった．
それ以外の年齢層では，0～4歳が16％と低かったが，
20歳代以上では中程度の保有率であった．近年，この型
のウイルスによる流行は毎年起こっているが，前年度に比
べ全体的にやや低い傾向が見られた．これは今回使用した
標準抗原が前年度と異なるためと考えられる．
　B／上海抗原に対するHI抗体保有率は全体的に高く，
すべての年齢層で50％以上であり，特に5～9歳，10～
14歳及び！5～19歳ではいずれも80％を超えた．これは，
前年度の流行の影響によるものと考えられる．
　B／ハワイ抗原に対する保有率は全年齢層で低く，0～
4歳と50歳代は共に4％であった，近年，ヴィクトリア
系統ウイルスによる大きな流行が起こらず，またワクチン’
も2004年度より山形系統株が用いられていることから，
これらの要因が抗体保有率の低下に関連しているものと考
えられた．
3．新型インフルエンザウイルスを想定した感染源調査
　新型インフルエンザウイルスはブタの体内でトリ型ウイ
ルスとヒト型ウイルスの遺伝子再集合により誕生すること
が示唆されている2）．当所では道内で飼育されているブタ
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表1インフルエンザ様疾患患者由来検体からのウイルス分離i状況（2005年7月～2006年6月）
検体採取　　　　保健所　検体数年　　月 年齢A（H1）型A（H3）型　B型　　　B型（ヴィクト（山形系統）　　　リア系統）
その他の
ウイルス
2005．7北見
　　　8　北　見
　　12北　見
　　　　渡　島
2006．1北見
　　　　岩見沢
　　　　苫小牧
　　　　帯　広
　　　　紋　別
　　　　室　蘭
　　　　渡　島
　　　2帯　広
　　　　北　見
　　　　上　川
　　　　室　蘭
　　　　岩見沢
　　　　紋　別
　　　　苫小牧
　　　　稚　内
　　　　渡　島
　　　3　苫小牧
　　　　帯　広
　　　　北　見
　　　　小樽市
　　　　岩見沢
　　　　渡　島
　　　　上　川
　　　　稚　内
　　　4　北　見
　　　5北　見
　　6　苫小牧
　　　　小樽市
　　　　渡　島
1
1
3
6
17
4
2
4
1
11
9
11
23
1
1
2
2
1
1
7
1
2
26
3
1
5
2
1
6
4
3
4
1
　26
　65
7～13
2～17
2～18
26～84
5～7
6～54
　67
2～86
5～54
9～73
2～15
　5
　1
17～58
29～78
　4
　13
5～54
　4
7～19
1～21
8～10
　9
3～13
1～3
　7
2～4
11～14
　10
4～38
　10
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
0
0
0
1
1
13
0
0
1
0
1
1
1
0
3
0
0
0
0
1
16
2
1
2
1
7
8
6
16
0
1
2
2
0
1
6
0
0
10
2
0
4
0
0
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
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0
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0
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3
3
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0
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0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
計 167 24 91 0 7 2
＊アデノウイルス2型
のトリ型ウイルスへの感染を調査するため，2002年度よ
りブタ血清中のトリ型ウイルス抗体価測定を実施してきた
が，抗体価測定の場合，①ウイルスの性質を調べることが
できない，②発生時期を確定できない，③非特異反応が起
こる，という問題点が回避できないことから，2005年度
はブタ鼻腔中からのトリ型ウイルス分離を実施した．
　本調査によりトリ型ウイルスは分離されなかった．しか
しながら，今回は検体数が20検体と少なく対象地域も1
カ所であることから十分な調査とは言えない．今後とも調
査を実施するには，さらに養豚業者の協力を得やすいよう
努力することも必要であると考えられた．
　厚生労働省のインフルエンザ様疾患発生報告（週報）に
よると，2005年秋～2006年春の全国におけるインフルエ
ンザ様疾患患者数（2006年3月25日現在）は217，903
名3）で，前年同時期4）に比べ40％減少した．さらに北海道
においては，前年同時期に比べ62％の減少があり31，996
名であった．今年度は全国の患者数に占める北海道の割合
は14．7％で，前年（23．4％）に比べ8．7％低下した．これ
は過去21年間の平均（18．7％）と比べても低い値であり，
また患者数も1993年度（3，713名）5），2000年度（22，919
名）6）に次いで少なかった．B型ウイルスによる流行が起
こった4月以降の報告がないため正確な数値は把握できな
いが，山口県，埼玉県及び横浜市からも4月以降の流行が
報告されており7－9），患者数はその後全国的に増加したも
のと考えられる．インフルエンザの流行が6月に入っても
終息しないことは過去にもあるが，今回の結果で見られた
一77一
ような5～6月を中心とした流行はあまり例のないことで
ある．その理由として，以下に記載した二点が大きな要因
として関わっていると考える．①A型ウイルスによる流行
が比較的長く続いたためにB型ウイルスによる流行時期が
ずれた，②今回流行したB型ウイルスは近年見られない
ヴィクトリア系統ウイルスであったことから抗体保有率が
低く（図1），しかもワクチン株とは異なる系統であった．
　なお，A型ウイルスによる流行期間が長めに推移した理
由の一つとして，A型ウイルスに対する抗体保有率が比較
的高く保持されていたことで流行が急速に拡大しなかった
ことが考えられる．
●2000年度以降の道内におけるインフルエンザの流行は，
2004年度を除き小規模に推移している．これは，ワクチ
ン接種率の向上を始め，抗インフルエンザ薬による早期治
療が功を奏しているものと考えられる．平成18年度はB
型ウイルスの流行に対するワクチン効果は期待できなかっ
たが，A型ウイルスに対しては十分な効果があったことが
推測される．本調査の結果はワクチン株の決定に役立って
おり，また世界的規模での大流行が予想される新型ウイル
スの発生防止にも貢献できるものと考えられることから，
今後も本調査を継続していく必要がある．
　稿を終えるにあたり，検体採取にご協力いただきました
北海道保健福祉部疾病対策課及び道立保健所の諸氏，定点
医療機関の諸先生，市立札幌病院富樫武弘院長ならびに八
雲食肉検査事務所の皆様に深謝します．
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